意見書

経企発１２第１８６号

平成１２年１２月４日

電気通信審議会

　電気通信事業部会長　殿

郵便番号　　　１０８－８５２５

　　　　　　　　　　　　とうきょうと　みなとく しばうら　　　　　　　　

住　　　所　　東京都港区芝浦４丁目９番２５号

　　　　　　　　　　　　とうきょうつうしん　　　　　　　 かぶしきがいしゃ

氏　　　名　　東京通信ネットワーク株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　いわさき　　　　かつみ

代表取締役社長　　岩　崎　　克　己　

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、１２年１１月１７日付け郵通議第３１６６号で公告された接続約款案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

（別紙）

指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に対する意見書

東京通信ネットワーク株式会社

　今回、コロケーション標準期間やＤＳＬ接続料に関する接続約款への意見提出の機会を設けていただき、誠に有り難うございます。

　以下のとおり、弊社の意見を述べさせていただきますので、よろしくお取り計らい下さいますようお願い申しあげます。

　なお、本書において、他事業者様の敬称は割愛させていただきます。

＜＜総　論＞＞

　ＤＳＬ事業者が、ＮＴＴ－ＧＣにＤＳＬＡＭ等をコロケーションして、ＤＳＬサービスを提供する場合、同時にＧＣとＤＳＬ事業者局との間の、いわゆるバックボーン部分を調達する必要があります。

　現在、このＧＣ～ＤＳＬ事業者局間は、大部分が東西ＮＴＴのネットワークに依存していますが、弊社といたしましては、ＮＴＴ－ＧＣと弊社局との既存設備を活かしてバックボーン部分の提供をすることで、ＤＳＬ事業者の選択肢を増やし、インターネット市場の更なる発展に寄与したいと考えております。

　つきましては、ＧＣ～ＤＳＬ事業者局間について、ＴＴＮｅｔ網で構築する選択肢を認めていただきたく要望いたします。以下に、その場合の各論について意見を述べます。


＜＜各　論＞＞

１　認めていただきたい設備構成（ＮＴＴ局舎内）

　　以下の設備構成を認めていただきたい。

（1） パターン１（ＤＳＬ事業者ラック内にＴＴＮｅｔ端末設備を設置）


（２）パターン２（ＴＴＮｅｔが伝送設備をコロケーション）


２　期間短縮について

（１）現行約款に基づいた期間

　　下表のとおり、現行接続約款によると、自前工事の日程以外に「２ヶ月」の時間を見込む必要があります。

接続約款手続
規定期間
ＮＴＴ作業

①ＰＯＩ調査（１０条の３）
１ヶ月以内
空きスペースの確認

電源、床荷重、耐震強度等の確認

設置設備による電磁波支障の確認

ＮＴＴ設備設置計画への支障確認

電力会社からの供給電力の確認

消防法など関係法令準拠の確認

②ＰＯＩ設置申込～工事着手（９２条の４）
１ヶ月以内
工事設計（ケーブルルート等）

合計
２ヶ月以内


（２）「ＰＯＩ調査」期間の短縮

前述１項のパターン毎の設備構成から、下表に示すＮＴＴ作業は不要と考えます。つきましては、パターン１の場合「ＰＯＩ調査不要」、パターン２の場合「ＰＯＩ調査期間２週間」としていただくことを要望します。


パターン１

（ＤＳＬ事業者ラックに端末設備設置）
パターン２

（伝送設備をコロケーション）

ＮＴＴ作業


空きスペースの確認

電源、床荷重、耐震強度等の確認
設置設備による電磁波支障の確認

ＮＴＴ設備設置計画への支障確認

電力会社からの供給電力の確認

消防法など関係法令準拠の確認
空きスペースの確認

電源、床荷重、耐震強度等の確認

設置設備による電磁波支障の確認

ＮＴＴ設備設置計画への支障確認

電力会社からの供給電力の確認

消防法など関係法令準拠の確認

TTNetの考え方
　設置するにはDSL事業者が同意していることが前提であり、ﾗｯｸ所有者であるDSL事業者が確認できれば電源確認は不要。

　端末設備は端末設備等規則に準拠しており法令確認は不要。
　空きｽﾍﾟｰｽが確認できれば設置計画支障無しと同義。　

　また、供給電力をｺﾛｹｰｼｮﾝ案件の度に確認しているとは思えない。２週間程度で可能と考える。

（3） パターン１におけるＰＯＩ設置申込～工事着手の期間の短縮

現行約款では１ヶ月以内と規定されていますが、パターン１の場合は東西ＮＴＴ建物内のケーブルルートの設計や必要な契約手続のみと考えられるため、２週間程度としていただくことを要望いたします。

なお、パターン１はＰＯＩ調査不要と考えることから、東西ＮＴＴの作業が開始されるトリガとなるのは自前工事申込になると考えます。

（4） まとめ


ＰＯＩ調査申込

ＰＯＩ設置申込＋自前工事申込

工事着手

パターン１

＜不要＝０日＞



＜工事設計内容が少ないため、２週間程度＞


パターン２

＜２週間＞

＜１ケ月以内＞


3 立会費の低廉化

ＮＴＴの立会要件が多岐にわたっており、工事及び保守における立会費用の支払負担が過大になると思われます。東西ＮＴＴが今後申請を予定している「立会費」については、是非とも低廉なものとしていただきたく強く要望いたします。

４　網使用料について

（1） 端末回線伝送機能

網使用料算定根拠Ｐ３

Ａ回線管理運営費

　ａ原価（百万円）　　　　　５，３８４

　ｂ回線数（回線）　　　　　1,318,517（ＩＸ　料金設定に使用した回線数～）

　ｃコスト（円／回線・月）　　３３９

ＩＸ　料金設定に使用した回線数～　　

　（一例です）

　　６４ｋ／ｂ　区域内専用　　　　～

　　　　　　　　分岐回線　　　　　～

　　　　　　　　県内市外専用　　　～

　　　　　　　　県間・接続専用　　～

＜意見＞

　回線管理運営費コスト「３３９円」は、原価「５，３８４百万円」を上表回線数「1,318,517回線」で除して月割りとした数値となっています。弊社は、当該回線数の計上は、次図のようにカウントすべきと考えます。東西ＮＴＴ殿が図のとおりカウントしているかどうか確認願います。








　

５　網改造料について

（1） 取得固定資産価額の算定に係る比率（Ｐ２）

１　取付費

　　平成１１年度に完了した工事から下記の固定資産区分毎に工事費等を把握し、平均的な物品費と取付費の割合で算定した。

　　　　　　　　　　　　調査数　　　物品費　　直接工事費　取付費　取付費比率

　　交換機械設備　　　　　１００　　193,122　　　239,558　　46,436　　0.240

　　電力設備　　　　　２，７０９　　　6,609　　　　9,291 　　2,682　　0.406

　　伝送機械設備　　　　　１００　　108,879　　　133,830　　24,951　　0.229

　　無線機械設備　　　　　　３０　　 31,860　　 　45,205　　13,345　　0.419

＜意見＞

　本項の比率は、上記調査数のサンプリング調査結果をベースに算定されていますが、平成１１年度に完了した工事の総件数が不明であるため、上記「調査数」が有効なものかどうか判断がつきません。

　つきましては、総工事件数を明らかにした上で、上記サンプル調査数が有効なものであるかどうか検証をお願いいたします。
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